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伊東維年教授　略歴・社会貢献・研究業績
略　歴
1945 年10月1日　佐賀県佐賀市に生まれる
1969 年 3 月　　佐賀大学文理学部法学経済学課程経済学専修卒業（社会学士）
1974 年 3 月　　九州大学大学院経済学研究科修士課程修了（経済学修士）
1977 年 3 月　　九州大学大学院経済学研究科博士課程単位取得満期退学
1977 年 4 月　　九州大学経済学部助手採用（農業政策講座）
1978 年 4 月　　九州大学産業労働研究所助手（経済・経営部門）に配置換え
1979 年 3 月　　九州大学産業労働研究所助手辞職
1979 年 4 月　　熊本商科大学経済学部講師採用（経済地理学担当）
1988 年10月　　熊本商科大学経済学部助教授（経済地理学担当）
1993 年 4 月　　熊本商科大学経済学部教授（経済地理学担当）
1993 年 4 月　　九州大学経済学部非常勤講師採用（経済地理学担当）（1994 年 3 月まで）
1994 年 4 月　　熊本商科大学の名称変更により熊本学園大学経済学部教授　
1995 年 5 月　　博士（経済学）（九州大学，経済博乙第 108 号）の称号を受ける
1996 年 4 月　　 熊本学園大学大学院経済学研究科経済学専攻修士課程教授（地域産業論特殊
研究担当）
1998 年１月　　熊本学園大学付属産業経営研究所所長（2001 年 12 月まで）　
1998 年10月　　 熊本県立大学総合管理学部非常勤講師採用（地域産業論担当）（2003 年 12 月
まで）
2005 年 4 月　　 熊本学園大学大学院経済学研究科経済学専攻博士後期課程教授（地域開発論
研究指導担当）
2016 年 3 月　　熊本学園大学名誉教授（第 54 号）の称号を受ける
2016 年 3 月　　熊本学園大学定年退職
2016 年 4 月　　熊本学園大学経済学部特任教授採用（経済地理学担当）
　　　　　　　 現在に至る
社会貢献
１．熊本県農村地域工業等導入促進審議会委員（1989 年 2 月〜 2003 年 6 月）
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２．熊本県先端技術波及促進協議会幹事（1994 年 8 月〜 1995 年 7 月）
３． 平成８年度「大牟田市地場産業創出・育成ビジョン策定委員会」委員（1996 年 8 月〜
1997 年 3 月）
４． 財団法人熊本テクノポリス技術開発基金及び，財団法人熊本テクノポリス財団に係わる
研究開発助成審査委員会委員（1998 年 2 月〜 1999 年 3 月）
５． 平成 10 年度熊本県地域工業構造活性化事業に伴う総合アドバイザー（1998 年 7 月〜
1999 年 3 月）
６．熊本市産業政策懇話会座長（1998 年７月〜 1999 年 3 月）
７．財団法人九州経済調査協会研究委員（2001 年 8 月〜 2013 年 2 月）
８．菊池市都市計画審議会会長（2003 年 3 月〜現在まで）
９． 九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協議会会員（2007 年 3 月〜 2016 年 3 月）
10． 菊池市まちづくり交付金評価委員会委員長（2008 年 11 月〜 2010 年 11 月，2013 年 2 月
〜 2015 年 2 月）
研究業績
Ⅰ　著　書
＜単著＞
１．『戦後地方工業の展開―熊本県工業の研究―』ミネルヴァ書房，1992 年
２．『テクノポリス政策の研究』日本評論社，1998 年
３．『地産地消と地域活性化』日本評論社，2012 年
４． 『シリコンアイランド九州の半導体産業　リバイタリゼーションへのアプローチ』日本評
論社，2015 年
＜編著＞
１．『日本のＩＣ産業　シリコン列島の変容』ミネルヴァ書房，2003 年
２．『グローカル時代の地域研究』日本経済評論社，2017 年
＜共編著＞
１．『先端産業と地域経済』ミネルヴァ書房，1989 年
２．『熊本県産業経済の推移と展望　自立と連携をめざす地域社会』日本評論社，2001 年
３．『地域ルネッサンスとネットワーク』ミネルヴァ書房，2005 年
４．『地域産業の再生と雇用・人材』日本評論社，2006 年
５．『産業集積の変貌と地域政策』ミネルヴァ書房，2012 年
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６．『グローバルプレッシャー下の日本の産業集積』日本経済評論社，2014 年　
＜共著（分担執筆を含む）＞
１．『地域経済の変容過程―熊本県の経済と社会―』ミネルヴァ書房，1984 年
２．『テクノポリスと地域開発』大月書店，1985 年
３．『九州経済と国際化・情報化』大月書店，1989 年
４． 『総合研究 天草 Ⅰ部』熊本商科大学産業経営研究所研究叢書 16，熊本商科大学産業経営
研究所，1990 年
５．『肥後・熊本の地域研究』大明堂，1992 年
６． 『地方自治体の経済政策―九州地域を中心として―』熊本商科大学産業経営研究所研究叢
書 21，熊本商科大学産業経営研究所，1994 年
７．『転換期の地方都市産業』中央経済社，1994 年
８．『地域産業の情報化』同文舘出版，1995 年
９．『検証・日本のテクノポリス』日本評論社，1995 年
10．『西南日本の経済地域』ミネルヴァ書房，1995 年
11．『ベンチャー支援制度の研究』文眞堂，2002 年
12．『現代の金融と地域経済』新評論，2003 年
13．『地産地消　豊かで活力のある地域経済への道標』日本評論社，2009 年
14． 『グローバル化する九州・熊本の産業経済の自立と連携　熊本学園大学付属産業経営研究
所設立 50 周年記念共同研究』日本評論社，2010 年
15．『現代の地域産業振興策―地域産業活性化への類型分析―』ミネルヴァ書房，2011 年
16．『熊本の地域研究』成文堂，2015 年
＜翻訳書（共訳）＞
　　 Ｏ・フィルマン，U・ヴッパーフェルト，Ｊ・ラーナー著『ベンチャーキャピタルとベン
チャービジネス』日本評論社，2000 年
Ⅱ　論　文
１． 「経済地理学の方法論の基礎的問題点―チューネン『孤立国』の立地論を中心として―」（修
士論文），九州大学大学院経済学研究科，1974 年３月
２． 「チューネン『孤立国』研究の一視角―地代論を中心にして―」『九州経済学会年報』
1977 年号，1977 年 11 月
３． 「チューネン『孤立国』の主要課題，方法と地代理論（Ⅰ）―主要課題と方法―」『經濟學研究』 
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九州大学経済学会，第 43 巻第 5 号，1978 年 4 月
４． 「チューネン『孤立国』の主要課題，方法と地代理論（Ⅱ）―地代概念―」『産業労働研究所報』
九州大学，第 73 号，1979 年 3 月
５． 「チューネン『孤立国』の主要課題，方法と地代理論（Ⅲ）―「土地地代」の二様の役割―」
『海外事情研究』熊本商科大学海外事情研究所，第 8 巻第 2 号，1981 年 2 月
６． 「農村地域工業導入と農協の対応（Ⅰ）」『産業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，
第 2 号，1984 年 3 月
７． 「農村地域工業導入と農協の対応（Ⅱ）」『産業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，
第 3 号，1985 年 3 月
８． 「工業導入に伴う地域農業の変容と農家の意向（Ⅰ）―熊本県大津町の事例考察―』『産
業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，第 4 号，1987 年 5 月
９． 「工業導入に伴う地域農業の変容と農家の意向（Ⅱ）―熊本県大津町の事例考察―』『産
業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，第 5 号，1987 年 11 月
10． 「変動期の地方ＩＣ産業―熊本県ＩＣ産業実態分析―」『現代経済学の諸問題Ⅱ　熊本商
科大学経済学部開設 20 周年記念論文集』熊本商科大学，1988 年 3 月
11． 「熊本県の工業発展と先端産業」『熊本商大論集』熊本商科大学，第 35 巻第１号，1988
年 9 月
12． 「産業構造の転換と地方都市の工業（上）―熊本県八代市の実態―」『熊本商大論集』熊
本商科大学，第 37 巻第 2 号，1991 年 1 月
13． 「戦後熊本県の工業開発政策の展開過程—開発計画の変遷をたどって—」『産業経営研究』
熊本商科大学産業経営研究所，第 10 号，1991 年 3 月
14． 「日本経済の構造変化と産業別動向」（井上吉男・山中進・出家健治・田中利彦との共著）
『産業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，第 10 号，1991 年 3 月
15． 「戦後熊本県の工業立地の展開過程」『熊本商大論集』熊本商科大学，第 38 巻第１号，
1991 年７月
16． 「戦後熊本県工業の展開過程」『熊本学園創立 50 周年記念論集　熊本商科大学経済学部編』
熊本商科大学，1992 年 5 月
17． 「「テクノ優等生」熊本の光と影　インフラは整備されても，進出企業に偏り」『週刊エコ
ノミスト』毎日新聞社，第 70 巻第 30 号，1992 年 7 月
18． 「テクノポリス建設と先端技術産業の立地動向―熊本テクノポリスの場合―」『都市問題』
財団法人東京市政調査会，第 84 巻第 3 号，1993 年 3 月
― 543 ―
19． 「産業構造の転換と地方都市の工業（下）―熊本県八代市の実態―」『産業経営研究』熊
本商科大学産業経営研究所，第 12 号，1993 年 3 月
20． 「テクノポリス政策の総決算」『産業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，第 13 号，
1994 年３月
21． 「地域情報化政策の再検討―地域ソフトウェアセンターとソフトウェア技術者の育成をめ
ぐって―」『經濟學研究』九州大学経済学会，第 60 巻第３・４合併号，1994 年 12 月
22． 「テクノポリスと研究開発機能の整備」『URC 都市科学』財団法人福岡都市科学研究所，
第 22 巻，1994 年 12 月
23． 「九州のテクノポリス建設と開発機構の課題」『九州経済調査月報』財団法人九州経済調
査協会，第 50 巻第 2 号，1996 年 2 月
24． 「今後のテクノポリス建設とテクノポリス開発機構の課題」『産業経営研究』熊本学園大
学産業経営研究所，第 15 号，1996 年 3 月
25． 「テクノポリスと研究開発助成事業」『産業立地』財団法人日本立地センター，第 36 巻第
2 号，1997 年 2 月
26． 「テクノポリス政策の軌跡とその基本的問題」『地域経済学研究』日本地域経済学会，第8号，
1997 年 12 月
27． 「二〇〇〇年を目指す第二期熊本テクノポリス」『旬刊経理情報』中央経済社，通巻第862号，
1998 年９月
28． 「ＩＣ産業の脱 DRAM 化・アジアとの関係強化とシリコンアイランド九州」『熊本学園大
学経済学部開設三十周年記念論文集』熊本学園大学，2000 年 3 月
29． 「テクノポリスから新事業創出へ―地域産業政策の転換と地域雇用」『都市問題』財団法
人東京市政調査会，第 91 巻第 5 号，2000 年 5 月
30． 「90 年代のシリコンアイランド九州のＩＣ産業」『産業学会研究年報』産業学会，第 16 号，
2001 年 3 月
31． 「1990 年代初頭以降のシリコンアイランド九州のＩＣ産業」『熊本学園大学経済論集』熊
本学園大学経済学会，第 8 巻第 1・2 合併号，2002 年 2 月
32． 「半導体製造装置メーカーのネットワーク分業―東京エレクトロン九州のネットワーク分
業を形成するユニットメーカー，機能ブロックメーカーの諸相―」『産業経営研究』熊本
学園大学産業経営研究所，第 22 号，2003 年 3 月
33． 「外資系大手半導体検査装置メーカーの地方進出とその事業展開」『海外事情研究』熊本
学園大学海外事情研究所，第 32 巻第 2 号，2005 年 2 月
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34． 「九州のＩＣ産業および半導体製造装置産業の雇用動向」『熊本学園大学経済論集』熊本
学園大学経済学会，第 11 巻第 1・2・3・4 合併号，2005 年 3 月
35． 「半導体メーカーの再編と後工程企業の変容」『熊本学園大学経済論集』熊本学園大学経
済学会，第 13 巻第 3・4 合併号，2007 年 3 月
36． 「九州の半導体設計企業の分析」『熊本学園大学経済論集』熊本学園大学経済学会，第 14
巻第 1・2・3・4 合併号，2008 年 3 月
37． 「大分大山町農協の地産地消活動―農協による広域型地産地消活動の事例考察―」『産業
経営研究』熊本学園大学産業経営研究所，第 28 号，2009 年 3 月
38． 「地産地消に対する農協の基本方針と農協の農産物直売所の実態」『産業経営研究』熊本
学園大学産業経営研究所，第 28 号，2009 年 3 月
39． 「地産地消と地域経済循環・推進方策・ネットワーク」『産業経営研究』熊本学園大学産
業経営研究所，第 28 号，2009 年 3 月
40． 「間伐問題と国の間伐促進政策・間伐材利用促進政策の展開―間伐材の地産地消に向けて
―」『熊本地理』熊本地理学会，第 20 巻，2009 年 9 月
41． 「カーエレクトロニクス化の進展とその課題」『産業経営研究』熊本学園大学産業経営研
究所，第 29 号，2010 年 3 月
42． 「秋田県の間伐問題と間伐材の地産地消」『熊本学園大学経済論集』熊本学園大学経済学会，
第 17 巻第 1・2 合併号，2011 年 3 月
43． 「九州の自動車関連産業の企業集積の拡大と自動車部品１次サプライヤー（Tier1）の半
導体関連産業への参入」『産業経営研究』熊本学園大学産業経営研究所，第 32 号，2013
年 3 月
44． 「日本の半導体産業・半導体メーカーの凋落と再生のための方策』『産業経営研究』熊本
学園大学産業経営研究所，第 33 号，2014 年 3 月
45． 「日本の半導体産業の凋落下で飛躍を遂げるOSAT企業―大分県臼杵市に本社を置くジェ
イデバイス―」『商工金融』一般財団法人商工総合研究所，第 64 巻第 5 号，2014 年 5 月
Ⅲ　研究ノート
１． 「呼子町の人口の推移と産業構成の変容―水産物の地産地消の事例研究に向けて―」『産
業経営研究』熊本学園大学産業経営研究所，第 30 号，2011 年 3 月
２． 「呼子町の漁業と観光―続・水産物の地産地消の事例研究に向けて―」『熊本学園大学経
済論集』熊本学園大学経済学会，第 18 巻第 1・2 合併号，2011 年 9 月
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Ⅳ　調査報告書
１． 『地場産業実態調査報告書』（分担執筆）熊本県，1981 年 3 月
２． 『球磨川が人吉地域経済に及ぼす影響についての調査報告書』（分担執筆）熊商大産経研
資料第 83 号，熊本商科大学産業経営研究所，1983 年 3 月
３．  「ＩＣ産業及び関連産業の企業分析―「熊本県ＩＣ産業実態調査」（1986 年）結果報告―」
（分担執筆）『産業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，第 7 号，1989 年 3 月
４． 「サービス化・情報化と八代市の産業動向―「経済のサービス化・情報化と事業所の動向
に関する実態調査」（1990 年）結果報告―」（井上吉男・出家健治・山中進・田中利彦と
の共著）『産業経営研究』熊本商科大学産業経営研究所，第 11 号，1992 年 3 月
５． 『熊本県の半導体・自動車関連製造業の動向』（分担執筆）日本政策投資銀行九州支店，
2002 年３月
６． 「［間伐材の地産地消］間伐材で作った学習机椅子セットの導入効果・問題点―「間伐材
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